







































































2　 See, e.g., Harold Tan, Minimising Medical Litigation: A Review of Key Tort and Legal 
Reforms, 5 INT’L J. L. C. 179, 185 （2014）.
3　KQ v. SSWP （IS）, [2011] UKUT 102.














定された所得補助規則（Income Support Regulation） でこれが示されて
いる。人身損害賠償により設立された信託の財産額は、資産に算入され
ないことになったのである 7 。その後、1993年の健康および人的社会事
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イギリスにおける人身損害賠償信託
被害者を救済する方向性が示されている。人身損害賠償信託の資産額およ
び収益額がユニバーサル・クレジットやその他の社会保障給付を否定する
資産ルールの要件となっていないこと、そしてそれらが非課税所得とされ
ていることからもこの方向性が明らかである。さらに、未成年と精神障害
者に対しては、保護法廷が審理にあたるだけでなく、裁判の友により適切
な審理を担保する法制度が設計されている。
　人身損害賠償を目的とする信託は、特定の信託に限定されない。受動信
託や裁量信託など信託の目的に沿った複数の選択肢が存在するのである。
ただし、人身損害賠償信託は社会保障給付と税制面で複雑に関連するため、
信託は慎重に設定する必要がある。つまり、弁護士などの専門家が過誤の
助言を防止する方策を検討するべきである。信託運用上では受託者の義務
に焦点があてられるが、実際には専門家の助言が信託設定の前提となり、
その結果受益者の利益を左右することになるからである。そこで、今後は
人身損害賠償信託に関する専門家の過誤に対していかなる対応をすべきか
について検討が必要となる。
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